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（県事業）令和６年度
麦・大豆等作付拡大支援事業

水田において、麦、大豆、野菜、飼料作物、米粉用米、加工用米、WCS用稲、新市場開拓用米、
ごまの作付面積を拡大した場合に、その拡大面積に応じて補助金を交付します。
また、転換作物の定着を図るため、複数年契約に取り組む場合も支援します。

１ 対象作物および年産
・麦（小麦、二条大麦、六条大麦、はだか麦） ：

・麦以外（大豆、野菜、飼料作物、米粉用米、加工用米、WCS用稲、
新市場開拓用米、ごま）：

２ 交付単価
・麦 10,000円以内／10a
・麦以外 5,000円以内／10a※

※国の都道府県連携型助成を利用することで、県と同額（上限：5,000円/10a）が国から追加的に交付されます。

３ 主な交付要件
・主食用米作付面積は営農計画書に記載されている「生産の目安」の
面積以下であること
・麦以外の品目は前作の作付面積よりも合計で10a以上拡大してい
ること
・水田活用の直接支払交付金又は畑作物産地形成促進事業及びコメ
新市場開拓等促進事業の交付を受けていること
・麦以外の品目は「基幹作」であること 等

① 作付拡大支援

○事業実施主体 地域農業再生協議会（協議会のない地域は市町村）

○交付対象者 販売農家、集落営農

○対象農地 水田活用の直接支払交付金における交付対象水田

【R７年産】
基幹作と二毛作が対象！

【Ｒ６年産】基幹作のみ対象！
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１ 対象作物および年産
飼料作物、米粉用米、加工用米、WCS用稲： 【Ｒ６年産】

２ 交付単価
５,000円/10a

３ 主な交付要件
・飼料作物とＷＣＳ用稲の複数年契約については、供給先を県内畜産
農家とすること
・需要者側へ出荷・販売を目的とした、３年以上の複数年契約（当年
度からの新規分又は前年度までに複数年契約を締結している場合
は前年度からの拡大分）であること
・新規に締結する複数年契約の期間中の契約面積が維持又は増加す
るものであること
・米粉用米、加工用米、WCS用稲については、新規需要米取組計画
の認定を受けていること 等

４ 必要書類
契約期間や面積等が記載された出荷・販売契約書
（飼料作物及びＷＣＳ用稲を自家利用する場合は自家利用計画書）

県協議会ＨＰ

本事業の詳しい要件等は決まり次第、各農林振興センターを通じて周知いたします。
お問い合わせは、地域の農林振興センター又は最寄りの地域農業再生協議会までご連絡ください。
（地域農業再生協議会の連絡先は県協議会HPに記載 http://www.saitama-suiden.org/）

② 複数年契約加算

【令和６年度事業の手続きスケジュール（予定）】
５月 【生産者⇔実需者又は集出荷業者等】麦のは種前契約を締結

６月 【生産者→地域協議会】事業の要望調査への回答

９月 【生産者→地域協議会】事業実施計画書の提出

２月～３月 【地域協議会→生産者】概算払等による補助金交付

３月 【生産者→地域協議会】実績報告書・実施状況報告書の提出

６月～１月 地域協議会による作付面積の確認

令和６年３月 埼玉県農業再生協議会
埼玉県生産振興課10

http://www.saitama-suiden.org/


飼料用米の継続的な地域内流通に対応した流通・保管・給与体制の整備を支援することを目的としています。

飼料用米の地域内流通に伴う、集荷施設のオペレーション
変更、新たな保管施設の確保や飼料用米の調製・給与に必要
な経費の一部を県が補助します。

【事業導入後のイメージ】

事業内容

（１）事業主体 農業協同組合、農業法人

農業者３戸以上の集団

（２）支援の対象となる事業

①生産された飼料用米の流通・保管に関するもの

②畜産農家の飼料用米の流通・調製・給与に関するもの

（３）補助率

①１／２ 以内

②全体予算額 １，２００千円

（４）条件等

飼料用米の地域内流通に係る耕種農家、畜産農家が契約書等の

書面より明らかとなっていること。

飼料用米の生産コスト削減、収量向上への取組が明らかになってい

ること。

飼料用米給与による高付加価値化への取組が明らかになっている

こと。

新規で地域内流通に取り組むもの。

（おおむね５ｔ以上または作付面積10,000㎡以上取り組む）

既存の地域内流通で当事業を活用する場合は、現在の飼料用米の

流通量または作付面積の増加が見込まれるもの。

（おおむね2.5t以上または作付面積5,000㎡以上拡大する）

支援内容

例 その１

地域内の畜産農家に、飼料用米を出荷したい。
→カントリーエレベータ内で飼料用米の出荷に対応できるバ
ラ出荷ラインを増設するため、必要なオペレーションの変
更や修繕にかかる費用

例 その２

家畜に給与するために飼料用米の調製をしたい。
→破砕機や攪拌機などの導入に係る費用

具体的支援例

飼料用米流通特別支援事業の概要について

 

 
流通調整施設 

（運営 農協等） 

耕種農家 

耕種農家 

耕種農家 

畜産農家 

畜産農家 

畜産農家 

流通調製施設
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